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らすことであろう事には意見が一致している (堀 (2005)，高山 (2004) など)．
特に前進が見られたと評価される改正項目としては， 「夫婦間の年金分割」 「育











財政状況-厚生年金-』によれば，平成 16 年度の厚生年金給付総額 23 兆 6195








(3 年平均) と高齢化の要因である平均余命の伸び率分 (約 0.3%) だけ引き下げる仕組みである
(厚生労働省の平成１６年財政再計算においては平均 0.9%とされている)．マクロ経済スライド
はおよそ 100 年間の年金財政が均衡する (100 年後の積立残高がその年の給付総額の一年分に
相当する) と見込まれれば終了することになっており，2004 年の財政再計算の見通し (基準ケー





























するものと批判する論者も多いが (高山 (2004，橘木 (2005) など)，一定の評









給付を① 2007 年 4 月以前に関しては当事者間の同意もしくは裁判所における
処分がなされたときは，被扶養者期間における配偶者の標準報酬比例給付に





















また，第 3 号被保険者の未届け期間に対する特例措置も施された．2002 年




共働き世帯 (夫婦共に第 2 号被保険者) であった期間は対象とされない．これは，婚姻期間中の
年金保険料は夫婦共同で負担したとみなす年金分割制度導入の建前と整合的とはいえない．ま
た，分割されるのは 2 階部分の標準報酬比例給付であり，企業年金などの 3 階部分は一身専属






32002 年 4 月以降は企業側で手続きする方式に改められている．
4届出時点から 2 年前までは遡って第 3 号被保険者期間とすることができるが，
それ以前は未納期間として処理されてしまう為，手続きの存在に関する周知
の不徹底と相まって届出漏れが多数発生し，年金受給額の減額，最悪は受給
資格期間 (25 年間) への未到達による無年金という現象が起きていた．2004
年の制度改正では，特例措置として届出により 2005 年 3 月以前の未届け期
間を第 3 号被保険者期間に繰り入れることが可能となった．
2.2 遺族年金の改正
遺族年金に関しては大きくは 2 点の制度改正が行われた．第 1 点目は「若
年遺族配偶者に対する遺族年金給付期間の変更」である．これまでは終身給










2. 夫の老齢厚生年金に基づく遺族厚生年金 (夫の老齢厚生年金の 3/4)
3. 自分の老齢厚生年金の 1/2 ＋遺族厚生年金の 2/3
である．この支給・併給方法の選択肢に従えば，大部分の女性遺族にとって
は夫のほうが現役期間における就労期間が長くかつ賃金水準も高かったこと



















































円 (報酬比例部分 81,300 円，定額部分 76,800 円，妻の加給年金 15,000 円) で
あったから，改正後の制度の成熟時点での報酬比例部分 76,200 円と基礎年金



























83 ％ (211,100 円) もの水準に達し，さらにまた，妻が国民年金に 25 年任意加入していたとす
ると，夫婦の年金額は平均賃金の約 97 ％ (245,200 円)，妻が国民年金に 40 年任意加入してい







和 55 年財政再計算によれば，2020 年以降の厚生年金保険料率は 34.9%(当時の保険料率は男
子 10.6%，女子 8.9%)，2015 年以降の国民年金保険料は 15,700 円 (当時の保険料は 3,770 円，










またこの時，遺族年金の給付水準が 1/2 から 3/4 に拡充された．但し，留
意しておかなければならないことは，基礎年金制度導入以前の「遺族年金」
は夫の厚生年金の基本給付 (定額部分＋報酬比例部分) に対する 1/2 であった
ことに対して，制度導入後の「遺族厚生年金」は夫の厚生年金 (報酬比例部分








亡時に年齢が 40 歳以上であるかもしくは夫の死亡時に 30 歳以上 40 歳未満で
あっても子が 18 歳(障害児であれば 20 歳) になった時点で 40 歳であれば，65
歳になるまでの間は夫の報酬比例年金の 75%の遺族厚生年金に年額 594,200
円の中高齢寡婦加算が加算される．もし夫の死亡時に 18 歳未満 (障害児であ
れば 20 歳未満) の子がいるならば遺族厚生年金に加えて子が 18 歳 (障害児で










場合基本的に配偶者死亡時の年齢が 55 歳未満であれば 65 歳になるまで遺族厚生年金は受給で
きず，また 18 歳未満 (障害児であれば 20 歳未満) の子がいても遺族基礎年金は給付されない．
8アメリカ 若年遺族で 16 歳未満もしくは障害を有する子供を養育している
場合，被保険者の年金の 75%が養育者年金として支給され，60 歳以上の高齢
遺族もしくは 50 歳以上で障害を有する遺族配偶者に対しては被保険者の年金
の 100%が子供の有り無しに関わらず寡婦 (夫) 年金として支給される．但し，
若年・高齢の双方とも配偶者自身の老齢年金・障害年金を受給している場合
にはその額だけ減額され，家族の受給額が被保険者の老齢年金の 175%を超
えた場合や受給者が 65 歳未満で年間 10,080 ドル以上の収入がある場合は減
額措置がとられている．
イギリス 被保険者が死亡時点で 45 歳以上 60 歳未満の配偶者には 1 年間，
遺族手当てとして基礎年金 (72.5 ポンド) が支給され，さらに死亡した被保険
者も配偶者も老齢年金受給年齢に達していない場合には遺族一時金 (2,000 ポ
ンド) が支給される．児童手当受給対象児童 (16 歳未満または 16～18 歳学生)
を養育している場合もしくは死亡した被保険者の子供を妊娠している場合は
養育者手当てとして基礎年金全額と死亡被保険者の付加年金 (報酬比例年金)





ドイツ 45 歳以上の再婚していない寡婦 (夫) もしくは 18 歳以下の被保険
者の子供を養育している再婚していない寡婦 (夫) に対しては年金種別係数
0.55(最初の 3ヶ月は 1.0) の年金を支給し，45 歳未満の再婚していない寡婦
(夫) には年金種別係数 0.25(最初の 3ヶ月は 1.0) の年金を支給6．但し婚姻中
に年金分割を選択した場合は遺族年金は支給されない．また，一定額以上の
収入がある場合は，定められた額を超える所得の 40%相当が減額される．
フランス 死亡した被保険者の再婚していない 55 歳以上の配偶者 (2 年以上
の婚姻期間または婚姻による子を有する者) に被保険者の年金の 55%を支給．
55 歳未満の場合，3 年間の定額給付 (但し一年ごとに減額あり) が支給される
(50 歳以上の場合は 3 年目の定額給付を 55 歳まで受給)．但し，16 歳未満の
子供を扶養する遺族配偶者には別途，家族給付制度からの手当支給がある．
スウェーデン スウェーデンは 1999 年に報酬比例型年金を基本として最低保
障年金制度を併設する NDC(Notional Deﬁned Contribution) 制度年金への
6ドイツの公的年金支給額の算定式は，





















3R I E T I モデルによる現行年金制度の評価
3.1 RIETI モデルの概要














































9OSU モデルの詳細については八田・小口 (1999) を参照．なお，近年のわが国の年金財政
研究における年金財政モデルは，その多くが OSU モデルをベースにするか，もしくは計算手法
を参考としている．例えば，小口・鈴木・松崎 (2004)，鈴木・小口・小塩 (2004)，駒村 (2005)
など．
113.2 現行制度の持続可能性にかかる主要指標




































12図 2: 年金制度別収支推移 (厚労省推計・RIETI モデル推計比較)


















































































て変化がないものとして，計算している．被保険者期間は 20 歳から 59 歳ま
での 40 年間で，受給期間については，数理レポートの想定に一致させた．
図 4 のグラフ横軸は標準報酬月額（ボーナス抜き）で，ボーナス支給割合
を 0.3 としたため，標準報酬額（総報酬ベース）はこれに 1.3 を乗じたもの
となる．グラフの横軸が 360 千円のところを例に取れば，2004 年度の毎月の











13モデル世帯とは，夫が厚生２号被保険者 (40 年加入) で，妻が国民３号の被保険者 (40 年加
入) である世帯をいう．
14主要な仮定は以下のとおり，
• 名目賃金上昇率は，過去分に関しては実績値，将来分に関しては平成 16 年度財政再計算
の経済前提にあわせた．
• 想定物価上昇率は，平成 16 年度財政再計算の経済前提にあわせた．











































遺族年金給付水準削減 (1/2) 案 現在，被保険者給付厚生年金の 75%とされ
ている遺族年金給付水準を他の先進諸国と概ね同水準の 50%に削減する案．
削減は 2009 年以降に死亡した者を対象とし，2008 年以前に死亡した者の配
偶者が受け取る遺族厚生年金は従来通り 75%の水準とする．
厚生年金 2 分 2 乗化案 婚姻時に拠出した保険料は夫婦で共同して負担した
ものとみなして，夫婦それぞれの拠出分に対応する給付の権利を夫婦二人で








































済スライドについては，まずは 2004 年改正で想定されていた通り 2023 年ま
でを適用年限と仮定する．
推計結果は図 6 に示されるとおりである．ベースケース (厚労省平成 16 年
度財政再計算基準推計) に比べていずれの改正案においても遺族給付の圧縮
を通して収支が改善されることで積立残高の規模が著しく高まることが分か
る．そしてその影響は「分離化案」 「2 分の 1 圧縮案」 「2 分 2 乗化案」の順に
強く，2100 年時点における積立度合はそれぞれ「分離化案」:24.1「2 分の 1
圧縮案」:11.2「2 分 2 乗化案」:6.5 となり目標水準 1 を大きく上回る．
17ただし分離した遺族年金制度をどのような制度設計とするかは本研究の対象外である．















決定させた場合， 「分離化案」:2008 年まで， 「2 分の 1 圧縮案」:2015 年まで，
「2 分 2 乗化案」:2018 年までマクロ経済スライドを適用するだけで良いとの





























推計の結果は図 8 に示されるとおり， 「2 分の 1 圧縮案」:最終保険料率
16.753%(2012 年以降)， 「2 分 2 乗化案」:最終保険料率 17.120%(2014 年以
降)， 「分離化案」:最終保険料率 14.588%(2006 年以降) となった．いずれの





残高がどれだけ変化するかを現行制度 (2004 年改正ベース) との差額の推移


































化している．またモデル世帯 (40 年専業主婦世帯) の場合，2 分 2 乗ケースと



















2 分 2 乗ケースと 2 分の 1 ケースの間で収益性に差が生じている．特に，遺族
給付を分離したケースの悪化度合いが強く出ているのが特徴的である．しか
し，1975 年生まれ・1995 年生まれ世帯について見ると，1935 年生まれ・1955
年生まれ世帯と違い拠出の削減効果の方がドミナントになっており，遺族給
付を削減した方が収益性が改善を見せるという結果となった．特に，遺族給






28共働き世帯 (図 11) においては，まず目につくのがモデル世帯と比べて 2 分
2 乗ケースと 2 分の 1 ケースの上下が逆転していることである．2 分 2 乗ケー
スの方が世代が下れば下るほど生涯拠出額が増えるため，2 分 2 乗ケースと
2 分の 1 ケースの差は縮まるが多くの世代で 2 分 2 乗ケースは収益率の改善
効果を持つ．ただし，2 分の 1 ケースの場合，1935 年生まれ・1955 年生まれ
については給付削減効果の方が勝ることで収益性は悪化してしまうことには
注意を要する．



























収益率の変化について同様に考察する．図 14 から図 16 にまで示したのは，
共働き世帯・男子単身世帯・女子単身世帯それぞれとモデル世帯の収益性の
差，すなわち，
β共働き or 単身 − βモデル世帯
IRR共働き or 単身 − IRRモデル世帯
である．
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